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基金の設置期限の延長と弾力的運用等を求める意見書 

 

 国は、国民生活の安心と向上を図る観点から、安心社会構築のため、雇

用の創出、医療や介護の充実、子育て支援の強化などに対する交付金を創

設した。この交付金等を原資として本県に設置された特定目的基金は、  

１９基金に上り、雇用対策、福祉施設の整備、介護従事者の給与水準の向

上など幅広く県の施策に活用されている。 

 しかしながら、こうした交付金・基金事業は今年度限りで終了するもの

が多く、来年度以降の国の対応が懸念されている。 

具体的には、安心こども基金については、本県は待機児童の解消に向け

て保育所の整備などに活用してきたものの、待機児童数は３６６人と依然

として高い水準にあり、今後も事業の継続が必要である。また子宮頸がん

等ワクチン接種緊急促進臨時基金についても、全県での取り組みがはじま

ったばかりで、事業の継続が不可欠である。そして介護職員処遇改善基金

については、基金の設置期限の終了に伴い事業が廃止されると、給与改善

が進まない懸念がある。 

 よって国においては、国民生活の安心と向上を図るため、下記事項を実

現するよう強く要望する。 

記 

１ 基金の設置目的を達成するため、基金の設置期限を延長すること。 

２ 基金の使途について、地方の独自性を発揮できるよう弾力的運用を認 

 めること。 

３ 継続が必要な事業については、国の責任において地方自治体が必要と 

 する財源を確保すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 


